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 市民が、安全で安心な消費生活を営むことができるよう、食品等の表示の監視・指導や地産地消を推進するとともに、将来に向

けた持続可能な社会を形成するため、ごみの減量・再資源化等に努め、循環型社会の定着を推進します。また、消費者の身体的被

害を防止するため、製品事故の情報収集やリコール製品の周知・啓発を行うなど、消費生活における安全を確保するための総合的

な取組を推進します。 

(1)食品・製品等の監視・指導 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績 

製品表示等の立入検査 

【消費生活センター】 

消費者が日常生活において購入・使用する商品

が、家庭用品品質表示法、消費生活用製品安全法

及び電気用品安全法に基づく適正な製品表示で

あるか等について、販売事業者への立入検査を実

施し、違法な商品の流通を防ぎます。 

３店舗へ立入検査を実施 

・家庭用品品質表示法  12品目 416点 

・消費生活用製品安全法 ７品目 103点 

・電気用品安全法    ９品目 117点 

（違法な表示の製品 なし） 

食品表示法に基づく適正

な表示に関する指導等 

【保健所 健康課、食品生活

衛生課】 

 食品の選択や栄養成分の過不足の目安となる

栄養成分表示及び食品の安全確保に関する表示

について、食品表示法に基づく適正な表示が行わ

れるよう、指導等を行います。 

【健康課】 

食品の販売及び製造業者からの栄養成分表示に

関する相談等の件数 

・相談件数 77件 

・指導件数 4件 

【食品生活衛生課】 

随時実施

健康増進法に基づく適正

な表示に関する指導・助言

【保健所 健康課】 

 健康増進法に基づき、健康状態の改善・維持の

効果等の観点から、食品表示内容に関する事業者

の相談に応じるとともに、必要な指導・助言を行

います。 

食品の販売及び製造業者からの相談等の件数 

・相談件数 5件 

・指導件数 0件 

食品営業施設等の監視・指

導 

【保健所 食品生活衛生課】

 毎年度、「長野市食品衛生監視指導計画」で計

画件数を策定し、施設設備の管理、食品の衛生管

理について監視・指導を実施します。 

食品衛生法に基づく延監視指導 

 営業許可施設  計 2,141件 

 営業外施設   計    71件 

食品衛生に関するリスク

コミュニケーション事業

の開催 

【保健所 食品生活衛生課】

 市民、事業者又は生産者、行政の間で情報交換

を行う食品安全懇話会の設置や食品衛生体験事

業等を実施し、市民、事業者等と行政の間での情

報共有を図り、相互の理解を深めます。 

食品安全懇話会      ２回 

食品衛生体験事業     １回 

食品衛生ミニシンポジウム １回 

生活衛生関係営業施設等

に対する指導 

【保健所 食品生活衛生課】

 理容・美容店、クリーニング店、ホテル、旅館、

公衆浴場及び興行場等に対する監視指導及び衛

生講習会を実施し、衛生水準の維持・向上と自主

管理の徹底を図ります。 

理容師法に基づく監視指導 119件 

理容所衛生講習会 ４回 

美容師法に基づく監視指導 230件 

美容所衛生講習会 １回 

クリーニング業法に基づく監視指導 56件 

旅館業法に基づく監視指導 82件 

公衆浴場法に基づく監視指導 31件 

興行場法に基づく監視指導 ４件 

薬局、医薬品等販売業施設

に対する指導 

【保健所 食品生活衛生課】

 施設及び無承認医薬品の広告等の監視指導を

実施することにより、医薬品等の品質、有効性及

び安全性を確保し、市民への適切な供給を図りま

医薬品、医療機器等の品質等に関する法律に基

づく監視指導    計 363件 

長野市消費者施策推進計画   施策の実施状況（具体的事業の取り組み） 

１ 市民の安全・安心 

資料 ２ 



- 2 - 

す。 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

家庭用品安全対策 

【保健所 食品生活衛生課】

 健康被害の発生を防止するため、家庭用品に含

まれる有害物質の規制が行われており、これらの

規制について、業者への周知徹底を図るととも

に、市民の購買実態を踏まえ、小売店での試買検

査を実施します。 

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する

法律に基づく試買検査 

・生後24か月以下の乳幼児用の繊維製品 

12品目 

・その他の繊維製品 ９品目 

(2)事故情報等の収集・提供

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

商品・サービスの事故情報

等の収集・提供 

【消費生活センター】 

 消費者の生命・身体に危害が及ぶおそれのある

商品やサービスについての情報及びリコール製

品等の情報収集を行い、消費者被害を防止するた

め速やかな情報提供を行います。 

事業者から送付されるリコール製品に関するリ

ーフレットを消費生活センター等に配置し、そ

の都度情報提供を行った。 

(3)地産地消の推進

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

地産地消協力店の認定 

【農業政策課】 

 地元産農産物を一定量使用する店を「地産地消

協力店」に認定の上、これらの店を周知・宣伝す

るキャンペーンなどを実施します。 

８店認定となり、合計145店舗。長野市地産地消

協力店を周知・宣伝するガイドブックを25,000

部発行した。 

料理講習会への補助 

【農業政策課】

食文化伝承団体が実施する地元産農産物を使

用した料理講習会に対して、補助金を交付しま

す。 

料理講習会１回あたり5,000円を限度に、10回補

助金を交付した。 

(4)ごみの減量・再資源化の推進

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

生ごみ自家処理機器購入

費補助金の交付 

【生活環境課】 

家庭から出る可燃ごみの内、約４割を占める生

ごみについて自家処理を促進するため、処理機器

の購入者に補助金を交付します。 

生ごみ自家処理購入費補助金申請件数 190件 

段ボールを使用した生ご

み自家処理実践講座の開

催

【生活環境課】

 生ごみの自家処理を進めるため、より気軽に自

家処理にチャレンジできる方法として、段ボール

箱を活用し、ピートモスともみ殻くん炭による堆

肥づくり講座を開催します。 

生ごみ自家処理実践講座の開催回数 21回 

ガーデニング講座の開催 

【生活環境課】 

生ごみ自家処理実践講座の参加者を対象に、楽

しんで自家処理が継続できるよう、生ごみ堆肥を

活用したガーデニング講座を開催します。 

野菜づくり講座の開催回数 １回 

ガーデニング開催回数   １回 

生ごみ減量アドバイザー

の派遣 

【生活環境課】 

 家庭から排出される生ごみの減量・堆肥化等に

関する知識や技術をもち、その解説や実践指導が

できる方を生ごみ減量アドバイザーとして登録

し、地域等で開催される生ごみ減量に関する学習

会等に講師として派遣します。 

生ごみ減量アドバイザー派遣回数 19回 

家庭ごみの発生抑制に関

する啓発チラシの配布 

 生活環境課や消費生活センターが実施する事

業に併せて、家庭ごみの発生抑制に関するチラシ ごみ減量・分別啓発チラシを作成、消費生活セン
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【生活環境課】 を配布し啓発していきます。 ターの講座等で配布 ４回

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

容器包装類削減の啓発 

【生活環境課】 

ながの環境パートナーシップ会議、ＮＰＯ、市

民活動団体等と連携し、市民一人ひとりが、マイ

バッグ持参や過剰な包装を断るなどの取組を実

施するよう啓発していきます。 

ながの環境パートナーシップ会議「レジ袋削減

プロジェクトチーム」で小学生向けパンフレッ

トを作成、清掃センターに来た小学生へパンフ

レットを配布 

フードバンク活動への協

力・支援 

【生活環境課】 

 食品ロス削減の取組として、市有施設を拠点と

するフードドライブの開催場所を提供するとと

もに、市主催・共催イベント時におけるフードド

ライブを支援します。 

市有施設を拠点としたフードドライブの実施 

４回 

市主催・共催イベント時のフードドライブの実

施・支援 ５回 

食品ロス削減の推進 

【生活環境課】 

 市、県、長野エコ活動推進本部(長野商工会議

所)の３者による「あるを尽くして 残さず食べ

よう ３０・１０運動」街頭啓発を実施します。

生活環境課や消費生活センターが実施する事業

で、食品ロス削減に関するチラシを配布するほ

か、各種団体へ食品ロス削減の協力を依頼しま

す。 

３者合同による街頭啓発       ２回 

食品ロス削減・生ごみの減量に向けチラシを消

費生活センターの講座等で配布    ４回 

市内全飲食店へ食品ロス削減協力依頼チラシを

配布 

(5)環境活動の協働

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

ながの環境パートナーシ

ップ会議のプロジェクト

推進 

【環境保全温暖化対策課】

 長野市の環境ビジョン実現に向けて、「アジェ

ンダ２１ながの」に掲げられた行動プロジェクト

（生ごみ削減・再生利用、レジ袋使用削減等）を、

市民・事業者・行政の協働によるながの環境パー

トナーシップ会議で実施していきます。 

［生ごみ削減・再生利用プロジェクト］ 
生ごみの堆肥化による資源の活用への取組 

・堆肥を利用した野菜の育成・販売（夏の収穫祭
7/22、秋の収穫祭11/23の開催等） 

・生ごみと野菜の定期交換市を開催（8～11月毎
月第４日曜日に開催） 

・各種イベント（信州環境フェア、安茂里地区の
アモーレフェスタ等）への参画 

レジ袋削減・マイバッグ持

参の啓発 

【生活環境課、環境保全温

暖化対策課】

 毎月５日を「ノー・レジ袋デー」とし、市内の

スーパー店頭で市民団体と協働して啓発活動を

行います。また、信州環境フェアやながの環境フ

ェアに出展するほか、啓発イベントを開催し、レ

ジ袋削減・マイバッグ持参を広く市民に呼びかけ

ます。 

・スーパー店頭での市民団体と協働による啓発

活動 

・信州環境フェアでブースの出展（7/29） 

・マイバッグ持参率調査の実施（H31年3月現在

67.5％［目標：80％］） 

 特殊詐欺や悪質商法の被害は、若年層から高齢者まで、幅広い世代の消費者に及んでいます。これら被害の未然防止・拡大防止

のため、出前講座や講演会のほか広報誌や新聞、ラジオ放送等、様々な広報媒体を活用して効果的な啓発・情報提供を実施します。

特に被害にあいやすい高齢者等を守るため、関係各機関と連携した「見守りネットワーク」の構築を進めます。 

(1)見守りネットワークの構築 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

高齢者等の見守りネット

ワークの構築 

 判断能力に不安のある高齢者や障害者が、特殊

詐欺や悪質商法などの被害にあわないために、関

長野市消費者被害防止見守りネットワークを関

係課及び警察と設置。平成30年４月から運用を

２ 特殊詐欺等の被害防止 
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【消費生活センター、高齢

者活躍支援課、地域包括ケ

ア推進課、障害福祉課 ほ

か】 

係各機関が連携して、被害防止と早期発見に当た

れるようネットワークを構築します。 

開始。

(2)被害防止の啓発 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

広報媒体による啓発 

【消費生活センター】 

 各種広報媒体（広報誌、ホームページ、新聞、ラ

ジオ、有線等）を活用し、特殊詐欺や悪質商法の最

新の手口や対応策等を市民に広く周知し、被害の防

止につなげます。また、県や警察等が実施する街頭

啓発に積極的に参加し、注意を呼びかけます。 

・広報ながの特集記事 ３回 

・ＨＰ、ツイッターへの注意情報掲載 随時 

・週刊長野、長野市民新聞への記事掲載 毎月 

・有線共設協会での啓発放送 隔月 

・ＦＭぜんこうじ １回放送 

・ＳＢＣラジオ  １回放送 

・テレビ信州   １回放映 

・県、警察等と連携した街頭等での啓発 ５回 

消費者団体の啓発への支

援 

【消費生活センター】 

 消費者団体が、市内のスーパー店頭などで配布

する、特殊詐欺の被害防止に関する啓発グッズ作

成を支援します。 

・啓発グッズへ貼付するラベル作成 随時 

出前講座による啓発 

【高齢者活躍支援課、家庭・

地域学びの課、消費生活セ

ンター】 

 老人福祉センター、老人憩の家等の高齢者向け

施設や市立公民館において、消費生活センターや

長野県警察の出前講座を活用し、特殊詐欺や悪質

商法の被害防止の啓発を行います。 

【高齢者活躍支援課】 

老人憩の家 ６施設 各１回 

（計117名参加・講師 消費生活センター） 

【家庭・地域学びの課】 

市立公民館 ２講座（56人参加）

【消費生活センター】25回（499人参加） 

民生委員、ケアマネジャー

等との連携 

【地域包括ケア推進課】 

 民生委員、ケアマネジャー、介護保険事業者等

と連携体制を構築し、高齢者への周知・啓発活動

を行い、被害の未然防止を図ります。 

・民生児童委員協議会での周知・啓発 随時 

・ケアマネジャー連絡会やケア会議での周知・啓

発 随時 

(3)成年後見制度の活用 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

成年後見制度の啓発 

【地域包括ケア推進課、障

害福祉課、高齢者活躍支援

課】 

 リーフレットなどを通じ、成年後見制度の更な

る啓発に努めるとともに、成年後見支援センター

など相談窓口の周知を図ります。 

【地域包括ケア推進課】 

・新たにリーフレットを作成し、地域包括ケア推
進課と成年後見支援センターに設置。 
・地域包括支援センター、在宅介護支援センター
での相談対応 376件 

【障害福祉課】 

リーフレットなどを通じ、成年後見制度の啓発と成

年後見支援センターなど相談窓口を周知した。 

【高齢者活躍支援課】 

該当なし 

支援体制の構築 

【高齢者活躍支援課、地域

包括ケア推進課、障害福祉

課】 

 今後増加する成年後見制度の利用者に対応す

るため、専門職後見人以外の市民後見人などの支

援体制構築について検討します。 

【高齢者活躍支援課】 

該当なし 

【地域包括ケア推進課】 

・長野市社協に対し成年後見支援センターの運

営補助金12,100千円を交付。 

・市民後見人養成研修事業を長野市社協に委託

し、18人が修了。修了者の内16人は、社協の職

員となり実務研修を経て、平成31年度以降、成

年後見人の候補者として、家庭裁判所に推薦予

定。 
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・長野市成年後見支援センター運営委員会への

出席 

【障害福祉課】 

※地域包括ケア推進課 参照 

成年後見支援センターと

の連携 

【障害福祉課、地域包括ケ

ア推進課】 

長野市社会福祉協議会に設置した成年後見支

援センターと連携し、判断能力が不十分な市民の

権利擁護について、より円滑な支援を実施しま

す。 

【障害福祉課】 

判断能力が不十分と思われる市民に対して、権

利を擁護するため、必要に応じて成年後見支援

センターに繋げている。 

【地域包括ケア推進課】 

・関係機関や親族からの相談内容に応じて、成年

後見支援センターに繋いだ。 

・申立てを行う親族がいない場合、成年後見支援

センターと連携し、市長申立てを行った。（平

成30年度市長申立て件数 10件） 

・地域包括支援センター、在宅介護支援センター

での相談内容により連携を随時実施 

・長野市成年後見支援センター運営委員会への

出席 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

成年後見制度利用支援事

業 

【障害福祉課】 

 成年後見制度の利用が有効と認められる知的

障害者・精神障害者に対して、成年後見制度の利

用を促進し、成年後見制度申立に要する経費（登

録手数料、鑑定費用等）などの全部または一部を

助成します。 

成年後見制度申立に要する経費の市負担 

件数 ６件    金額 62,460円 

※裁判所の審判によっては、この後、本人等に費

用負担が発生する場合がある。 

(4)特殊詐欺等の情報共有 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

関係各課・機関での情報共

有 

【消費生活センター、関係

各課・機関】 

消費者被害を防止するため、特殊詐欺や悪質商

法の最新情報を、関係各課・機関で迅速に共有で

きる体制を整備します。 

長野市消費者被害防止見守りネットワークを関

係課及び警察と設置。平成30年４月から運用を

開始。 

 消費者には、自ら進んで消費生活に関する必要な知識を習得するとともに、必要な情報を収集し、自主的かつ合理的に行動する

ことが求められています。そのため市は、情報の提供と教育の機会の提供に努め、市民が、「自ら考え自ら行動する」自立した消

費者となるよう、消費者教育を体系的・総合的に推進します。 

(1)学校における教育の充実 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

小学校・中学校に共通する

指導 

【学校教育課】 

学習指導要領に基づき消費者教育を実施しま

す。また、消費生活や消費者教育について専門的

知識を有する外部人材の活用や、消費生活センタ

ー及び独立行政法人情報処理推進機構など関係

機関と連携した教育に取り組みます。特に、情報

モラル指導において、ゲーム課金のトラブルやア

・学習指導要領に基づき消費者教育を実施した。

・独立行政法人情報処理推進機構の情報モラル

指導を市内８校で実施し、その中で児童生徒

に、課金トラブル等の架空請求について指導し

た。 

３ 消費者教育の充実 



- 6 - 

ダルトサイト等の架空請求の実情及び適切な対

応について指導します。 

小学校における教育 

【学校教育課】 

小学校では、家庭科において、物や金銭の大切

さに気付き、計画的な金銭の使い方を考え、適切

に購入することなどを指導します。 

・家庭科では、日常のお金の使い方を見つめるこ

とや、必要性を考えて計画的な買い物をするこ

とを学習した。 

中学校における教育 

【学校教育課】

中学校では、社会科（公民的分野）において、

金融の仕組みや働き、消費者支援を含めた消費者

行政の指導を行います。また、技術家庭科では、

消費者の基本的な権利と責任の理解、販売方法の

特徴と生活に必要な物資やサービスの適切な選

択、購入及び活用などを指導します。 

・社会科（公民的分野）では、教科書や資料を通

して、消費生活と経済、契約と消費生活などに

ついての基礎的な内容を学習した。 

・技術家庭科では、「私たちの消費生活と環境」

の単元で、消費者の権利と責任、支払方法の具

体などを学習した。 

高等学校における教育 

【学校教育課】 

高等学校では、公民科において、消費者に関す

る問題を指導するほか、家庭科において、生活の

現状と課題や消費者の責任、消費生活と生涯を見

通した経済の計画、契約、消費者信用及びそれら

をめぐる問題や消費者の自立と支援などを指導

します。 

・公民科と家庭科で、インターネットを利用した

契約の仕組みから現在起きている消費者トラブ

ルの解決方法を具体的に考えたり、自立した消

費者として生活するために必要な費用について

学習したりした。 

(2)社会教育施設等での教育 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

出前講座・生活知識講座等

の開催 

【消費生活センター、家庭・

地域学びの課】 

生涯学習センターでの生活知識講座や市立公

民館、福祉施設等での出前講座など、消費生活に

関する多様な講座を開催し、市民が生涯にわたり

学んでいく機会を提供します。 

また、事業所における従業員への消費者教育を

推進するため、出前講座の情報提供を行うととも

に講座を実施し、消費生活に関する知識の向上を

図ります。 

【消費生活センター】 

・生活知識講座（平成30年10月１日） 

「だまされる心の心理学」41名参加 

・県高齢者生活協同組合等に出前講座の活用を

呼び掛けた。 

【家庭・地域学びの課】 

市立公民館 ２講座 56人参加（再掲） 

 特殊詐欺等被害防止の啓発 

食品衛生に関する講習会

の開催 

【保健所 食品生活衛生課】

 市民に対し、出前講座での食中毒予防のための

講習会及び事業者等に対し、食品衛生講習会を開

催し、食品の安全確保を図ります。 

出前講座      12回 

食品衛生講習会   67回 

医薬品適正使用のための

講習会の開催 

【保健所 食品生活衛生課】

市民に対し、出前講座での薬の正しい使い方等

の講習会を通じて、医薬品の適正使用等の意識啓

発を行います。 

出前講座    17回 

(3)食育の推進 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

食品の安全性、適切な食品

の選択等に関する知識の

普及啓発 

【保健所 健康課】 

食品の安全性や適切な食品の選び方、調理・管

理方法の実践など、食生活に関わる必要な知識の

普及啓発を行います。 

各保健センター等で実施した健康教室 

11回 222人 

長野市食生活改善推進協

議会との協働による地域

の食生活改善 

【保健所 健康課】 

食生活の改善等のために地域で食育活動に携

わる「長野市食生活改善推進協議会」の活動を

支援します。 

理事会     7回 128人 

研修会     1回 69人 

地区での学習会 1 回 30 人 
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(4)環境教育の推進 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

子どもの環境学習支援 

【環境保全温暖化対策課】

幼児から高校生までを対象として、環境活動を

行っている「こどもエコクラブ」を支援します。

また、ながの環境パートナーシップ会議のプロ

ジェクトとして、「ユース」である中高生以上を、

国際ユース環境会議の開催等により、自主的に連

携する環境活動を支援します。 

第７回国際ユース環境会議の開催 

・開催日：6/22～6/24 

・開催場所：信州大学教育学部 

・参加者数（ユースのみ）：25名 

・学習テーマ：都市農業、世界の食卓など 

(5)賢い消費者の育成 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

啓発リーダーの育成 

【消費生活センター】 

地域における啓発リーダーとなる「長野市くら

しの安心サポーター」を育成するための研修会を

開催し、地域での啓発力を高めていくとともに、

市民自ら必要な知識や情報を収集し、問題に対処

できる自立した消費者の育成を目指します。 

・サポーター研修（平成30年７月20日） 

              10人参加 

（消費者啓発の資料はサポーターへ随時配付） 

 市の施策に消費者の意見を反映させるための機会の提供に努めるとともに、長野市消費生活協議会の運営、消費者団体等との協

働・情報交換及び講座の開催等を通じ、広く市民の意見や要望の把握に努め、消費者施策への適切な反映を図ります。 

(1)市民意見の収集 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

アンケート等の実施 

【消費生活センター】 

 消費生活センターが開催する講座の参加者や

くらしの安心サポーターにアンケートを実施し、

結果を事業に反映していきます。また、「みどり

のはがき」やホームページに寄せられる意見・要

望等を参考に、施策を推進します。 

生活知識講座の参加者とくらしの安心サポータ

ーを対象にアンケートを実施。その結果を踏ま

え、次年度の講座や研修内容の検討をしていく。

(2)長野市消費生活協議会の運営 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

長野市消費生活協議会 

【消費生活センター】 

長野市消費生活の安定及び向上に関する条例

に基づき、学識経験者や消費者代表、公募委員等

で構成する長野市消費生活協議会を設置し、市が

実施する消費者施策について報告、協議等を行

い、協議会での意見、要望を施策に反映していき

ます。また、協議会での協議内容はホームページ

等で公表し、広く市民に周知します。 

第１回協議会（平成30年７月30日） 

・平成29年度消費者行政の概要について 

・消費者施策推進計画の進捗状況について 

・消費者被害防止見守りネットワークについて ほか 

第２回協議会（平成31年２月25日） 

・消費者施策推進計画の進捗状況について 

・平成30年度の相談受付状況等について ほか

(3)消費者団体等との協働 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

４ 市民意見の反映 
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消費者団体等との協働・意

見交換 

【消費生活センター】 

 消費者団体等が行う啓発活動を支援するとと

もに、意見交換会に積極的に参加し、寄せられた

意見や要望等を施策へ反映していきます。 

消費者の会との意見・情報交換会 

（平成30年４月20日、平成31年２月１日） 

 市民が気軽に相談できる相談体制の充実を図り、消費者被害の未然防止・拡大防止に努めるとともに、消費者トラブルや被害の

回復に向け、迅速かつ適切な消費生活相談を行います。また、弁護士や税理士等、各分野の専門家が相談に応じる無料の市民相談

を実施します。

(1)相談業務の広域連携 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

消費生活センター業務の

広域連携 

【消費生活センター】

 県の計画の重点目標である「市町村消費生活セ

ンターの人口カバー率100％」について、本市で

は、近隣町村からの要望もあることから、消費生

活センターの共同設置または業務の共同処理を、

連携中枢都市圏構想での実施も踏まえて検討し

ていきます。 

長野地域連携中枢都市圏事業による消費生活

センターの広域連携を、長野市が中心市となり、

周辺の高山村、信濃町、小川村及び飯綱町と平成

30年１月１日より開始した。 

(2)迅速・適切な消費生活相談の実施 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

消費生活相談員の資質向

上 

【消費生活センター】 

 消費生活相談員が、今後更に多様化・複雑化す

ると想定される相談・苦情に対し、的確に助言等

を行い、問題を解決できるよう、国民生活センタ

ーや県が開催する研修会に積極的に参加し、相談

対応能力の向上を図ります。 

３名の各相談員が、県内外で開催される消費生

活相談員レベルアップ研修等に計11回参加し

た。 

(3)相談体制の充実 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

県消費生活センター等と

の連携及び相談窓口の周

知 

【消費生活センター】 

市のセンターで対応が困難な広域的な見地を

必要とする相談や専門性の高い相談は、県のセン

ターに助言を仰いだり相談を引継ぐなど、相互に

連携を図りながら相談者の問題解決に取り組み

ます。なお、消費者契約の違法性について解釈が

難しい案件については、国民生活センターに意見

を求め、消費者に適切な助言を実施していきま

す。また、消費生活センターの広報を積極的に行

い、市民の認知度を高めます。 

処理が困難な相談案件については、その都度、

県及び国民生活センターの相談員に意見や助言

を求め、相談者の問題解決にあたった。 

また、他機関主催の会議等で消費生活センター

の業務を広報し、相談窓口の周知を図った。 

(4)専門家による市民相談の実施 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

専門家による無料の市民

相談 

【消費生活センター】 

消費生活相談以外の専門的な相談事案に対応

するため、各分野の専門家による無料の市民相談

（法律相談・税務相談・登記相談・公証相談・手

続相談）を実施します。 

・法律相談（弁護士） 627件（前年度比 114.8％）

・税務相談（税理士） 203件（前年度比 151.5％）

・登記相談（司法書士） 69件（前年度比 127.8％）

・公証相談（公証人）  17件（前年度比  94.4％）

５ 相談窓口の強化 
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・手続相談（行政書士） 21件（前年度比 175.0％）

(5)多重債務者の支援 

具体的事業 事業内容 平成30年度実績

支援プログラムに基づく

支援 

【消費生活センター、関係

各課】 

多重債務に関する相談は、「長野市多重債務者

包括支援プログラム」に基づき、弁護士や司法書

士に相談を引継ぐとともに、庁内関係部局の連携

により、債務整理後における相談者の生活再建・

自立を支援します。 

多重債務相談 29件 

・弁護士への引き継ぎ件数 ３件 


